
 

電力調査統計 結果概要 【２０１８年度分】 

 

※この結果概要は、電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 

※２０１９年６月２５日時点における公表データをもとに作成しており、今後、事業者から修正の報告等 

があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 

1. 供給関係  

(1) 発受電電力量合計（電気事業者の発電電力量＋電気事業者以外の事業者からの受電電力 

量※１）は、１兆１７０６億 kWh であった。 

(2) このうち、電気事業者の発電電力量は８，９２２億 kWh で、その内訳は水力（揚水式含む）

が８５０億 kWh（９．５％）、火力が７，２６２億 kWh（８１．４％）（燃料種別：

石炭２，８７２億 kWh（３２．２％）、ＬＮＧ ３，７４５億 kWh（４２．０ 

％）、石油 ２１４億 kWh（２．４％）ほか）、新エネルギー等※２が ３７０億 kWh

（４．１％）、原子力が６２１億 kWh（７．０％）などとなった。 

(3) 都道府県別の発電電力量は、千葉県が最も多く９９６億 kWh（１１.２％）で、次いで神奈

川県が８９２億 kWh（１０.０％）、愛知県が７４５億 kWh（８.３％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電力量」とは、電気事業者ではない者（企業や個人）

が所有する発電設備や日本卸電力取引所から、電気事業者が受電した電力量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギ

ー等」には、風力発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計

上している。 

 

2. 需要関係 

(1) 需要電力量合計（電気事業者の販売電力量＋電気事業者の特定供給・自家消費※１）は、 

８，９６２億 kWh で、対前年同月比１．２％減となった。 

(2) このうち、電気事業者の販売電力量※２は８，５２５億 kWh（内訳：特別高圧２，３６３億

kWh、高圧３，０６８億 kWh、低圧３，０７１億 kWh（低圧電灯２，７０３億 kWh、

低圧電力３６８億 kWh）ほか）で、対前年同月比１．２％減となった。 

(3) 低圧における販売電力量のうち、特定需要（経過措置料金）は１,６６１億 kWh、その他需要

（自由料金）※３は１,４１０億 kWh となり、その他需要の占める割合は４５．９％であった。 

(4) 新電力※４の販売電力量は１，２２６億 kWh（内訳:特別高圧１６０億 kWh、高圧 

７１６億 kWh、低圧３５０億 kWh（低圧電灯３２０億 kWh、低圧電力３０億 kWh））

で、販売電力量全体に占める割合は１４．４％となった（特別高圧に占める割合：６．８％、

高圧に占める割合：２３．３％、低圧に占める割合：１１．４％）。 

 

 

 

注）2019 年 6 月 28 日公表時点の内容 

 



 

(5) 新電力のうち、需要実績のある事業者数は４４５者（特別高圧：８６者、高圧：３４４者、

低圧：３７５者）であった。 

(6) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く７８２億 kWh（９．２％）で、次いで愛知県

が６０１億 kWh（７．０％）、大阪府が５７２億 kWh（６．７％）であった。 

 

※１ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 

※２ 電気事業者からの報告（発受電月報）において、N－１月検針日から N 月検針日前日までの

実績を N 月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告しているた

め、実際の N 月需要に対する実績とは一致しない。 

※３ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内

の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小

売電気事業者を指す。 

 

 

 

 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 

電話：03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 

  



 

電力調査統計 結果概要 【２０１９年３月分】 

 

※この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 

※２０１９年６月１９日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 

3. 供給関係  

(4) 発受電電力量合計（電気事業者の発電電力量＋電気事業者以外の事業者からの受電電力 

量※１）は、１０１６．２億 kWh であった。 

(5) このうち、電気事業者の発電電力量は７４４．２億 kWh で、その内訳は水力（揚水式含む）

が５９．０億 kWh（７．９％）、火力が５９８．２億 kWh（８０．４％）（燃料種

別：石炭２４１．５億 kWh（３２．５％）、ＬＮＧ ３０４．９億 kWh（４１．０ 

％）、石油 １４．３億 kWh（１．９％）ほか）、新エネルギー等※２が３６．０億 kWh

（４．８％）、原子力が６８．０億 kWh（９．１％）などとなった。 

(6) 都道府県別の発電電力量は、千葉県が最も多く８０．４億 kWh（１０.６％）で、次いで神

奈川県が７７．９億 kWh（１０.３％）、愛知県が６８．９億 kWh（９.１％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電力量」とは、電気事業者ではない者（企業や個人）

が所有する発電設備や日本卸電力取引所から、電気事業者が受電した電力量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギ

ー等」には、風力発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計

上している。 

 

4. 需要関係 

(1) 需要電力量合計（電気事業者の販売電力量＋電気事業者の特定供給・自家消費※１）は、 

７４７．２億 kWh で、対前年同月比３．８％減となった。 

(2) このうち、電気事業者の販売電力量※２は７１０．６億 kWh（内訳：特別高圧１９２．０億

kWh、高圧２４４．５億 kWh、低圧２７２．４億 kWh（低圧電灯２４２．９億 kWh、

低圧電力２９．５億 kWh）ほか）で、対前年同月比４．０％減となった。 

(3) 低圧における販売電力量のうち、特定需要（経過措置料金）は１３３．２億 kWh、その他需

要（自由料金）※３は１３９．２kWh となり、その他需要の占める割合は５１.１％であった。 

(4) 新電力※４の販売電力量は１０５．５億 kWh（内訳:特別高圧１１．９億 kWh、高圧 

５８．２億 kWh、低圧３５．３億 kWh（低圧電灯３２．６億 kWh、低圧電力２．８億

kWh））で、販売電力量全体に占める割合は１４．８％となった（特別高圧に占める割合：

６．２％、高圧に占める割合：２３．８％、低圧に占める割合：１３．０％）。 

 

 

 

＊報告のあった事業者数 １１４８者 

＊報告のあった事業者数 ５６４者 

注）2019 年 6 月 25 日公表時点の内容 

 



 

(5) 新電力（５４９者）のうち、需要実績のある事業者数は４３０者（特別高圧：７５者、高

圧：３３２者、低圧：３６５者）であった。 

(6) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く６３．４億 kWh（８．９％）で、次いで愛知

県が４９．０kWh（６．９％）、大阪府が４６．０億 kWh（６．５％）であった。 

 

※１ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 

※２ 電気事業者からの報告（発受電月報）において、N－１月検針日から N 月検針日前日までの

実績を N 月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告しているた

め、実際の N 月需要に対する実績とは一致しない。 

※３ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内

の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小

売電気事業者を指す。 

 

  表  販売電力量の推移 

 2019 年 1 月 2019 年 2 月 2019 年 3 月 

販 売 

電力量 
割合 

販 売 

電力量 
割合 

販 売 

電力量 
割合 

特別高圧 

・高圧 

みなし小売 
372.9 億 

kWh 
83.2% 

368.5 億 

kWh 
83.9% 

366.2 億 

kWh 
 

新電力 
75.2 億

kWh 
16.8％ 

70.5 億

kWh 
16.1％ 

70.1 億

kWh 
 

合 計 
448.3 億 

kWh 
 

439.3 億 

kWh 
 

436.3 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし小売 
313.4 億 

kWh 
88.1% 

283.2 億 

kWh 
87.2% 

237.0 億 

kWh 
 

新電力 
42.2 億 

kWh 
11.9％ 

41.6 億 

kWh 
12.8％ 

35.3 億 

kWh 
 

合 計 
355.6 億 

kWh 
 

324.8 億 

kWh 
 

272.3 億 

kWh 
 

 

※次回の更新は、７月末を予定しています（2019 年３月分の公表）。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 

 

 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 

電話：03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 

  



 

電力調査統計 結果概要 【２０１９年２月分】 

 

※この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 

※２０１９年５月２４日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 

5. 供給関係  

(7) 発受電電力量合計（電気事業者の発電電力量＋電気事業者以外の事業者からの受電電力 

量※１）は、１０２４．７億 kWh であった。 

(8) このうち、電気事業者の発電電力量は７５５．８億 kWh で、その内訳は水力（揚水式含む）

が４７．３億 kWh（６．３％）、火力が６３１．９億 kWh（８３．６％）（燃料種

別：石炭２４９．０億 kWh（３２．９％）、ＬＮＧ ３２７．７億 kWh（４３．４ 

％）、石油 １９．７億 kWh（２．６％）ほか）、新エネルギー等※２が２９．８億 kWh

（３．９％）、原子力が６１．４億 kWh（８．１％）などとなった。 

(9) 都道府県別の発電電力量は、千葉県が最も多く８６．３億 kWh（１１.４％）で、次いで神

奈川県が７８．０億 kWh（１０.３％）、愛知県が６６．９億 kWh（８.８％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電力量」とは、電気事業者ではない者（企業や個人）

が所有する発電設備や日本卸電力取引所から、電気事業者が受電した電力量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギ

ー等」には、風力発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計

上している。 

 

6. 需要関係 

(1) 需要電力量合計（電気事業者の販売電力量＋電気事業者の特定供給・自家消費※１）は、 

７９８．９億 kWh で、対前年同月比５．１％減となった。 

(2) このうち、電気事業者の販売電力量※２は７６５．８億 kWh（内訳：特別高圧１７９．７億

kWh、高圧２５９．５億 kWh、低圧３２４．８億 kWh（低圧電灯２８９．２億 kWh、

低圧電力３５．６億 kWh）ほか）で、対前年同月比５．３％減となった。 

(3) 低圧における販売電力量のうち、特定需要（経過措置料金）は１５９．６億 kWh、その他需

要（自由料金）※３は１６５．２kWh となり、その他需要の占める割合は５０.９％であった。 

(4) 新電力※４の販売電力量は１１２．１億 kWh（内訳:特別高圧１１．１億 kWh、高圧 

５９．４億 kWh、低圧４１．６億 kWh（低圧電灯３８．３億 kWh、低圧電力３．３億

kWh））で、販売電力量全体に占める割合は１４．６％となった（特別高圧に占める割合：

６．２％、高圧に占める割合：２２．９％、低圧に占める割合：１２．８％）。 

 

 

 

＊報告のあった事業者数 １１２５者 

＊報告のあった事業者数 ５７０者 

注）2019 年５月 27 日公表時点の内容 

 



 

(5) 新電力（５４９者）のうち、需要実績のある事業者数は４２１者（特別高圧：７９者、高

圧：３２８者、低圧：３５４者）であった。 

(6) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く７２．３億 kWh（９．５％）で、次いで愛知

県が５２．５億 kWh（６．９％）、大阪府が４９．２億 kWh（６．４％）であった。 

 

※１ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 

※２ 電気事業者からの報告（発受電月報）において、N－１月検針日から N 月検針日前日までの

実績を N 月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告しているた

め、実際の N 月需要に対する実績とは一致しない。 

※３ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内

の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小

売電気事業者を指す。 

 

  表  販売電力量の推移 

 2018 年 12 月 2019 年 1 月 2019 年 2 月 

販 売 

電力量 
割合 

販 売 

電力量 
割合 

販 売 

電力量 
割合 

特別高圧 

・高圧 

みなし小売 
366.6 億 

kWh 
83.6% 

372.9 億 

kWh 
83.2% 

368.5 億 

kWh 
83.9% 

新電力 
71.8 億

kWh 
16.4％ 

75.2 億

kWh 
16.8％ 

70.5 億

kWh 
16.1％ 

合 計 
438.4 億 

kWh 
 

448.3 億 

kWh 
 

439.3 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし小売 
228.7 億 

kWh 
88.2% 

313.4 億 

kWh 
88.1% 

283.2 億 

kWh 
87.2% 

新電力 
30.6 億 

kWh 
11.8％ 

42.2 億 

kWh 
11.9％ 

41.6 億 

kWh 
12.8％ 

合 計 
259.3 億 

kWh 
 

355.6 億 

kWh 
 

324.8 億 

kWh 
 

 

※次回の更新は、６月末を予定しています（2019 年３月分の公表）。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 

 

 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 

電話：03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 

  



 

電力調査統計 結果概要 【２０１９年１月分】 

 

※この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 

※２０１９年４月２６日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 

7. 供給関係  

(10) 発受電電力量合計（電気事業者の発電電力量＋電気事業者以外の事業者からの受電電力 

量※１）は、１１４０．０億 kWh であった。 

(11) このうち、電気事業者の発電電力量は８４９．７億 kWh で、その内訳は水力（揚水式含む）

が４８．２億 kWh（５．７％）、火力が７１５．５億 kWh（８４．２％）（燃料種

別：石炭２７１．３億 kWh（３１．９％）、ＬＮＧ ３８２．５億 kWh（４５．０ 

％）、石油 ２３．５億 kWh（２．８％）ほか）、新エネルギー等※２が３３．８億 kWh

（４．０％）、原子力が６８．０億 kWh（８．０％）などとなった。 

(12) 都道府県別の発電電力量は、千葉県が最も多く９９．８億 kWh（１１.７％）で、次いで神

奈川県が８８．４億 kWh（１０.４％）、愛知県が７０．１億 kWh（８.３％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電力量」とは、電気事業者ではない者（企業や個人）

が所有する発電設備や日本卸電力取引所から、電気事業者が受電した電力量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギ

ー等」には、風力発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計

上している。 

 

8. 需要関係 

(1) 需要電力量合計（電気事業者の販売電力量＋電気事業者の特定供給・自家消費※１）は、 

８６３．０億 kWh で、対前年同月比２．６％減となった。 

(2) このうち、電気事業者の販売電力量※２は８０５．８億 kWh（内訳：特別高圧１８９．７億

kWh、高圧２５８．５億 kWh、低圧３５５．６億 kWh（低圧電灯３１８．０億 kWh、

低圧電力３７．５億 kWh）ほか）で、対前年同月比２．７％減となった。 

(3) 低圧における販売電力量のうち、特定需要（経過措置料金）は１７７．７億 kWh、その他需

要（自由料金）※３は１７７．９kWh となり、その他需要の占める割合は５０.０％であった。 

(4) 新電力※４の販売電力量は１１７．４億 kWh（内訳:特別高圧１１．８億 kWh、高圧 

６３．３億 kWh、低圧４２．２億 kWh（低圧電灯３９．０億 kWh、低圧電力３．２億

kWh））で、販売電力量全体に占める割合は１４．６％となった（特別高圧に占める割合：

６．２％、高圧に占める割合：２４．５％、低圧に占める割合：１１．９％）。 

 

 

 

＊報告のあった事業者数 １１０３者 

＊報告のあった事業者数 ５５４者 

注）2019 年 4 月 26 日公表時点の内容 

 



 

(5) 新電力（５３３者）のうち、需要実績のある事業者数は４１５者（特別高圧：７５者、高

圧：３２３者、低圧：３５３者）であった。 

(6) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く７２．９億 kWh（９．１％）で、次いで愛知

県が５３．５億 kWh（６．６％）、大阪府が５２．２億 kWh（６．５％）であった。 

 

※１ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 

※２ 電気事業者からの報告（発受電月報）において、N－１月検針日から N 月検針日前日までの

実績を N 月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告しているた

め、実際の N 月需要に対する実績とは一致しない。 

※３ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内

の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小

売電気事業者を指す。 

 

  表  販売電力量の推移 

 2018 年 11 月 2018 年 12 月 2019 年 1 月 

販 売 

電力量 
割合 

販 売 

電力量 
割合 

販 売 

電力量 
割合 

特別高圧 

・高圧 

みなし小売 
360.8 億 

kWh 
84.5% 

366.6 億 

kWh 
83.6% 

372.9 億 

kWh 
83.2% 

新電力 
66.4 億

kWh 
15.5％ 

71.8 億

kWh 
16.4％ 

75.2 億

kWh 
16.8％ 

合 計 
427.2 億 

kWh 
 

438.4 億 

kWh 
 

448.3 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし小売 
189.4 億 

kWh 
88.4% 

228.7 億 

kWh 
88.2% 

313.4 億 

kWh 
88.1% 

新電力 
24.8 億 

kWh 
11.6％ 

30.6 億 

kWh 
11.8％ 

42.2 億 

kWh 
11.9％ 

合 計 
214.2 億 

kWh 
 

259.3 億 

kWh 
 

355.6 億 

kWh 
 

 

※次回の更新は、５月末を予定しています（2019 年２月分の公表）。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 

 

 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 

電話：03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 

  



 

電力調査統計 結果概要 【２０１８年１２月分】 

 

※この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 

※２０１９年３月２０日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 

9. 供給関係  

(13) 発受電電力量合計（電気事業者の発電電力量＋電気事業者以外の事業者からの受電電力 

量※１）は、１０８８．４億 kWh であった。 

(14) このうち、電気事業者の発電電力量は８０９．７億 kWh で、その内訳は水力（揚水式含む）

が５２．９億 kWh（６．５％）、火力が６７３．７億 kWh（８３．２％）（燃料種

別：石炭２６９．４億 kWh（３３．３％）、ＬＮＧ ３５０．５億 kWh（４３．３ 

％）、石油 １８．６億 kWh（２．３％）ほか）、新エネルギー等※２が３１．５億 kWh

（３．９％）、原子力が６７．８億 kWh（８．４％）などとなった。 

(15) 都道府県別の発電電力量は、千葉県が最も多く８５．２億 kWh（１０.５％）で、次いで神

奈川県が８６．７億 kWh（１０.７％）、愛知県が６６．９億 kWh（８.３％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電力量」とは、電気事業者ではない者（企業や個人）

が所有する発電設備や日本卸電力取引所から、電気事業者が受電した電力量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギ

ー等」には、風力発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計

上している。 

 

10. 需要関係 

(1) 需要電力量合計（電気事業者の販売電力量＋電気事業者の特定供給・自家消費※１）は、 

７３５．０億 kWh で、対前年同月比５．６％減となった。 

(2) このうち、電気事業者の販売電力量※２は６９９．６億 kWh（内訳：特別高圧１９３．７億

kWh、高圧２４４．９億 kWh、低圧２５９．３億 kWh（低圧電灯２３１．３億 kWh、

低圧電力２８．０億 kWh）ほか）で、対前年同月比５．０％減となった。 

(3) 低圧における販売電力量のうち、特定需要（経過措置料金）は１３２．９億 kWh、その他需

要（自由料金）※３は１２６.４億 kWh となり、その他需要の占める割合は４８.８％であった。 

(4) 新電力※４の販売電力量は１０２．３億 kWh（内訳:特別高圧１１．８億 kWh、高圧 

５９．９億 kWh、低圧３０．６億 kWh（低圧電灯２８．３億 kWh、低圧電力２．３億

kWh））で、販売電力量全体に占める割合は１４．６％となった（特別高圧に占める割合：

６．１％、高圧に占める割合：２４．５％、低圧に占める割合：１１．８％）。 

 

 

 

＊報告のあった事業者数 １１１７者 

＊報告のあった事業者数 ５５０者 

注）2019 年 3 月 25 日公表時点の内容 

 



 

(5) 新電力（５２９者）のうち、需要実績のある事業者数は４１５者（特別高圧：７４者、高

圧：３２２者、低圧：３４８者）であった。 

(6) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く６２．１億 kWh（８．９％）で、次いで愛知

県が４７．８億 kWh（６．８％）、大阪府が４５．４億 kWh（６．５％）であった。 

 

※１ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 

※２ 電気事業者からの報告（発受電月報）において、N－１月検針日から N 月検針日前日までの

実績を N 月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告しているた

め、実際の N 月需要に対する実績とは一致しない。 

※３ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内

の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小

売電気事業者を指す。 

 

  表  販売電力量の推移 

 2018 年 10 月 2018 年 11 月 2018 年 12 月 

販 売 

電力量 
割合 

販 売 

電力量 
割合 

販 売 

電力量 
割合 

特別高圧 

・高圧 

みなし小売 
378.1 億 

kWh 
84.8% 

360.8 億 

kWh 
84.5% 

366.6 億 

kWh 
83.6% 

新電力 
67.9 億

kWh 
15.2％ 

66.4 億

kWh 
15.5％ 

71.8 億

kWh 
16.4％ 

合 計 
446.0 億 

kWh 
 

427.2 億 

kWh 
 

438.4 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし小売 
177.6 億 

kWh 
88.3% 

189.4 億 

kWh 
88.4% 

228.7 億 

kWh 
88.2% 

新電力 
23.5 億 

kWh 
11.7％ 

24.8 億 

kWh 
11.6％ 

30.6 億 

kWh 
11.8％ 

合 計 
201.0 億 

kWh 
 

214.2 億 

kWh 
 

259.3 億 

kWh 
 

 

※次回の更新は、４月末を予定しています（2019 年 1 月分の公表）。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 

 

 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 

電話：03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 

  



 

電力調査統計 結果概要 【２０１８年１１月分】 

 

※この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 

※２０１９年２月２２日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 

11. 供給関係  

(16) 発受電電力量合計（電気事業者の発電電力量＋電気事業者以外の事業者からの受電電力 

量※１）は、９３５．３億 kWh であった。 

(17) このうち、電気事業者の発電電力量は６８８．２億 kWh で、その内訳は水力（揚水式含む）

が４３．０億 kWh（６．２％）、火力が５６８．７億 kWh（８２．６％）（燃料種

別：石炭２２５．８億 kWh（３２．８％）、ＬＮＧ ２９４．１億 kWh（４２．７ 

％）、石油 １２．２億 kWh（１．８％）ほか）、新エネルギー等※２が２７．４億 kWh

（４．０％）、原子力が６３．３億 kWh（９．２％）などとなった。 

(18) 都道府県別の発電電力量は、千葉県が最も多く７１．３億 kWh（１０．４％）で、次いで神

奈川県が７０．９億 kWh（１０.３％）、愛知県が４８．９億 kWh（７.１％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電力量」とは、電気事業者ではない者（企業や個人）

が所有する発電設備や日本卸電力取引所から、電気事業者が受電した電力量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギ

ー等」には、風力発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計

上している。 

 

12. 需要関係 

(1) 需要電力量合計（電気事業者の販売電力量＋電気事業者の特定供給・自家消費※１）は、 

６７８．０億 kWh で、対前年同月比４．２％減となった。 

(2) このうち、電気事業者の販売電力量※２は６４３．３億 kWh（内訳：特別高圧１９１．３億

kWh、高圧２３６．０億 kWh、低圧２１４．２億 kWh（低圧電灯１９０．３億 kWh、

低圧電力２４．０億 kWh）ほか）で、対前年同月比３．４％減となった。 

(3) 低圧における販売電力量のうち、特定需要（経過措置料金）は１１３．８億 kWh、その他需

要（自由料金）※３は１００．４億 kWh となり、その他需要の占める割合は４６．９％であっ

た。 

(4) 新電力※４の販売電力量は９１．２億 kWh（内訳:特別高圧１２．１億 kWh、高圧５４．

３億 kWh、低圧２４．８億 kWh（低圧電灯２２．９億 kWh、低圧電力１．９億

kWh））で、販売電力量全体に占める割合は１４．２％となった（特別高圧に占める割合：

６．３％、高圧に占める割合：２３．０％、低圧に占める割合：１１．６％）。 

 

 

＊報告のあった事業者数 １０９８者 

＊報告のあった事業者数 ５３９者 

注）2019 年 2 月 27 日公表時点の内容 

 



 

 

(5) 新電力（５１８者）のうち、需要実績のある事業者数は４０９者（特別高圧：７６者、高

圧：３１８者、低圧：３４０者）であった。 

(6) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く５６．７億 kWh（８．８％）で、次いで愛知

県が４５．３億 kWh（７．０％）、大阪府が４２．４億 kWh（６．６％）であった。 

 

※１ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 

※２ 電気事業者からの報告（発受電月報）において、N－１月検針日から N 月検針日前日までの

実績を N 月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告しているた

め、実際の N 月需要に対する実績とは一致しない。 

※３ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内

の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小

売電気事業者を指す。 

 

  表  販売電力量の推移 

 2018 年 9 月 2018 年 10 月 2018 年 11 月 

販 売 

電力量 
割合 

販 売 

電力量 
割合 

販 売 

電力量 
割合 

特別高圧 

・高圧 

みなし小売 
400.7 億

kWh 
84.6% 

378.1 億 

kWh 
84.8% 

360.8 億 

kWh 
84.5% 

新電力 
73.2 億

kWh 
15.4％ 

67.9 億

kWh 
15.2％ 

66.4 億

kWh 
15.5％ 

合 計 
473.9 億

kWh 
 

446.0 億 

kWh 
 

427.2 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし小売 
229.6 億

kWh 
88.1% 

177.6 億 

kWh 
88.3% 

189.4 億 

kWh 
88.4% 

新電力 
31.0 億 

kWh 
11.9％ 

23.5 億 

kWh 
11.7％ 

24.8 億 

kWh 
11.6％ 

合 計 
260.6 億

kWh 
 

201.0 億 

kWh 
 

214.2 億 

kWh 
 

 

※次回の更新は、3 月末を予定しています（2018 年 12 月分の公表）。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 

 

 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 

電話：03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 

  



 

電力調査統計 結果概要 【２０１８年１０月分】 

 

※この速報は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 

※２０１９年１月１８日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 

1. 供給関係  

(1) 発受電電力量合計（電気事業者の発電電力量＋電気事業者以外の事業者からの受電電力 

量※１）は、９２０．１億 kWh であった。 

(2) このうち、電気事業者の発電電力量は６８２．４億 kWh で、その内訳は水力（揚水式含む）が

７１．７億 kWh（１０．５％）、火力が５４１．７億 kWh（７９．４％）（燃料種別：

石炭２２１．０億 kWh（３２．４％）、ＬＮＧ ２７４．３億 kWh（４０．２ 

％）、石油 １０．３億 kWh（１．５％）ほか）、新エネルギー等※２が２９．３億 kWh

（４．３％）、原子力が５４．３億 kWh（８．０％）などとなった。 

(3) 都道府県別の発電電力量は、千葉県が最も多く６９．２億 kWh（１０．１％）で、次いで神

奈川県が６７．６億 kWh（９.９％）、愛知県が４９．０億 kWh（７.２％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電力量」とは、電気事業者ではない者（企業や個人）

が所有する発電設備や日本卸電力取引所から、電気事業者が受電した電力量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギ

ー等」には、風力発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計

上している。 

 

2. 需要関係 

(1) 需要電力量合計（電気事業者の販売電力量＋電気事業者の特定供給・自家消費※１）は、 

６８４．９億 kWh で、対前年同月比１．３％減となった。 

(2) このうち、電気事業者の販売電力量※２は６４９．２億 kWh（内訳：特別高圧２００．８億

kWh、高圧２４５．４億 kWh、低圧２０１．０億 kWh（低圧電灯１７５．４億 kWh、

低圧電力２５．６億 kWh）ほか）で、対前年同月比０．３％減となった。 

(3) 低圧における販売電力量のうち、特定需要（経過措置料金）は１１１．９億 kWh、その他需

要（自由料金）※３は８９．１億 kWh となり、その他需要の占める割合は４４．３％であった。 

(4) 新電力※４の販売電力量は９１．４億 kWh（内訳:特別高圧１２．５億 kWh、高圧５５．

４億 kWh、低圧２３．４億 kWh（低圧電灯２１．２億 kWh、低圧電力２．３億

kWh））で、販売電力量全体に占める割合は１４．１％となった（特別高圧に占める割合：

６．２％、高圧に占める割合：２２．６％、低圧に占める割合：１１．７％）。 

 

 

 

＊報告のあった事業者数 １０８２者 

＊報告のあった事業者数 ５２７者 

注）2019 年 1 月 25 日公表時点の内容 

 



 

(5) 新電力（５０６者）のうち、需要実績のある事業者数は３９７者（特別高圧：７６者、高

圧：３０９者、低圧：３３０者）であった。 

(6) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く５９．０億 kWh（９．１％）で、次いで愛知

県が４７．１億 kWh（７．３％）、大阪府が４３．２億 kWh（６．７％）であった。 

 

※１ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 

※２ 電気事業者からの報告（発受電月報）において、N－１月検針日から N 月検針日前日までの

実績を N 月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告しているた

め、実際の N 月需要に対する実績とは一致しない。 

※３ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内

の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小

売電気事業者を指す。 

 

  表  販売電力量の推移 

 2018 年 8 月 2018 年 9 月 2018 年 10 月 

販 売 

電力量 
割合 

販 売 

電力量 
割合 

販 売 

電力量 
割合 

特別高圧 

・高圧 

みなし小売 
428.9 億

kWh 
83.0% 

400.7 億

kWh 
84.6% 

378.1 億 

kWh 
84.8% 

新電力 
87.9 億

kWh 
17.0％ 

73.2 億

kWh 
15.4％ 

67.9 億

kWh 
15.2％ 

合 計 
516.8 億

kWh 
 

473.9 億

kWh 
 

446.0 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし小売 
264.7 億

kWh 
88.3% 

229.6 億

kWh 
88.1% 

177.6 億 

kWh 
88.3% 

新電力 
34.9 億 

kWh 
11.7％ 

31.0 億 

kWh 
11.9％ 

23.5 億 

kWh 
11.7％ 

合 計 
299.7 億

kWh 
 

260.6 億

kWh 
 

201.0 億 

kWh 
 

 

※次回の更新は、２月末を予定しています（2018 年 11 月分の公表）。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 

 

 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 

電話：03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 

  



 

電力調査統計 結果概要 【２０１８年９月分】 

 

※この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 

※２０１８年１2 月１９日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 

1. 供給関係  

(1) 発受電電力量合計（電気事業者の発電電力量＋電気事業者以外の事業者からの受電電力 

量※１）は、９０２．７億 kWh であった。 

(2) このうち、電気事業者の発電電力量は７０８．７億 kWh で、その内訳は水力（揚水式含む）が

８５．９億 kWh（１２．１％）、火力が５５９．６億 kWh（７９．０％）（燃料種別：

石炭２４０．８億 kWh（３４．０％）、ＬＮＧ ２６９．２億 kWh（３８．０％）、石

油 １４．１億 kWh（２．０％）ほか）、新エネルギー等※２が ２７．６億 kWh（３．

９％）、原子力が５０．８億 kWh（７．２％）などとなった。 

(3) 都道府県別の発電電力量は、千葉県が最も多く７４．９億 kWh（１０．６％）で、次いで神

奈川県が７１．２億 kWh（１０.０％）、愛知県が５９．５億 kWh（８.４％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電力量」とは、電気事業者ではない者（企業や個人）

が所有する発電設備や日本卸電力取引所から、電気事業者が受電した電力量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギ

ー等」には、風力発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計

上している。 

 

2. 需要関係 

(1) 需要電力量合計（電気事業者の販売電力量＋電気事業者の特定供給・自家消費※１）は、 

７７４．８億 kWh で、対前年同月比１．５％増となった。 

(2) このうち、電気事業者の販売電力量※２は７３６．９億 kWh（内訳：特別高圧１９９．１億

kWh、高圧２７５．０億 kWh、低圧２６０．６億 kWh（低圧電灯２２５．３億 kWh、

低圧電力３５．３億 kWh）ほか）で、対前年同月比２．１％増となった。 

(3) 低圧における販売電力量のうち、特定需要（経過措置料金）は１５１．０億 kWh、その他需

要（自由料金等）※３は１１１．８億 kWh となり、その他需要の占める割合は４２．６％であ

った。 

(4) 新電力※４の販売電力量は１０４．２億 kWh（内訳:特別高圧１３．４億 kWh、高圧５

９．８億 kWh、低圧３１．０億 kWh（低圧電灯２７．７億 kWh、低圧電力３．３億

kWh））で、販売電力量全体に占める割合は１４．１％となった（特別高圧に占める割合：

６．７％、高圧に占める割合：２１．７％、低圧に占める割合：１１．９％）。 

 

 

＊報告のあった事業者数 １０６２者 

＊報告のあった事業者数 ５１０者 

注）2018 年 12 月 25 日公表時点の内容 

 



 

(5) 新電力（４９８者）のうち、需要実績のある事業者数は３８９者（特別高圧：７２者、高

圧：３０７者、低圧：３２５者）であった。 

(6) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く７０．４億 kWh（９．６％）で、次いで愛知

県が５４．３億 kWh（７．４％）、大阪府が５０．８億 kWh（６．９％）であった。 

 

※１ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 

※２ 電気事業者からの報告（発受電月報）において、N－１月検針日から N 月検針日前日までの

実績を N 月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告しているた

め、実際の N 月需要に対する実績とは一致しない。 

※３ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内

の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小

売電気事業者を指す。 

 

  表  販売電力量の推移 

 2018 年 7 月 2018 年 8 月 2018 年 9 月 

販 売 

電力量 
割合 

販 売 

電力量 
割合 

販 売 

電力量 
割合 

特別高圧 

・高圧 

みなし小売 
417.7 億

kWh 
82.5% 

428.9 億

kWh 
83.0% 

400.7 億

kWh 
84.6% 

新電力 
88.7 億

kWh 
17.5％ 

87.9 億

kWh 
17.0％ 

73.2 億

kWh 
15.4％ 

合 計 
506.3 億

kWh 
 

516.8 億

kWh 
 

473.9 億

kWh 
 

低 圧 

みなし小売 
211.6 億

kWh 
89.1% 

264.7 億

kWh 
88.3% 

229.6 億

kWh 
88.1% 

新電力 
25.8 億

kWh 
10.9％ 

34.9 億 

kWh 
11.7％ 

31.0 億 

kWh 
11.9％ 

合 計 
237.4 億

kWh 
 

299.7 億

kWh 
 

260.6 億

kWh 
 

 

※次回の更新は、1 月末を予定しています（2018 年 10 月分の公表）。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 

 

 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 

電話：03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 

  



 

電力調査統計 結果概要 【２０１８年８月分】 

 

※この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 

※２０１８年１１月２０日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 

1. 供給関係  

(1) 発受電電力量合計（電気事業者の発電電力量＋電気事業者以外の事業者からの受電電力 

量※１）は、１０６５．５億 kWh であった。 

(2) このうち、電気事業者の発電電力量は８４４．４億 kWh で、その内訳は水力（揚水式含む）が

７４．９億 kWh（８．９％）、火力が７１１．５億 kWh（８４．３％）（燃料種別：石

炭２７２．０億 kWh（３２．２％）、ＬＮＧ ３６９．９億 kWh（４３．８％）、石油 

２９．７億 kWh（３．５％）ほか）、新エネルギー等※２が ３２．６億 kWh（３．

９％）、原子力が４０．９億 kWh（４．８％）などとなった。 

(3) 都道府県別の発電電力量は、千葉県が最も多く１０２．８億 kWh（１２.２％）で、次いで神

奈川県が７８．９億 kWh（９.３％）、愛知県が７１．０億 kWh（８.４％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電力量」とは、電気事業者ではない者（企業や個人）

が所有する発電設備や日本卸電力取引所から、電気事業者が受電した電力量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギ

ー等」には、風力発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計

上している。 

 

2. 需要関係 

(1) 需要電力量合計（電気事業者の販売電力量＋電気事業者の特定供給・自家消費※１）は、 

８５９．４億 kWh で、対前年同月比４．３％増となった。 

(2) このうち、電気事業者の販売電力量※２は８１９．１億 kWh（内訳：特別高圧２１２．３億

kWh、高圧３０４．８億 kWh、低圧２９９．７億 kWh（低圧電灯２５７．６億 kWh、

低圧電力４２．０億 kWh）ほか）で、対前年同月比５．２％増となった。 

(3) 低圧における販売電力量のうち、特定需要（経過措置料金）は１７７．６億 kWh、その他需

要（自由料金等）※３は１２４．4 億 kWh となり、その他需要の占める割合は４１．２％であ

った。 

(4) 新電力※４の販売電力量は１２２．９億 kWh（内訳:特別高圧１５．７億 kWh、高圧７

２．２億 kWh、低圧３４．９億 kWh（低圧電灯３０．８億 kWh、低圧電力４．６億

kWh））で、販売電力量全体に占める割合は１５．０％となった（特別高圧に占める割合：

７．４％、高圧に占める割合：２３．７％、低圧に占める割合：１１．７％）。 

 

 

＊報告のあった事業者数 １０６１者 

＊報告のあった事業者数 ５０８者 

注）2018 年 11 月 26 日公表時点の内容 

 



 

(5) 新電力（４８９者）のうち、需要実績のある事業者数は３８６者（特別高圧：７２者、高

圧：３０６者、低圧：３２２者）であった。 

(6) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く８０．５億 kWh（９．８％）で、次いで愛知

県が５８．６億 kWh（７．２％）、大阪府が６０．２億 kWh（７．４％）であった。 

 

※１ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 

※２ 電気事業者からの報告（発受電月報）において、N－１月検針日から N 月検針日前日までの

実績を N 月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告しているた

め、実際の N 月需要に対する実績とは一致しない。 

※３ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内

の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小

売電気事業者を指す。 

 

  表  販売電力量の推移 

 2018 年６月 2018 年７月 2018 年８月 

販 売 

電力量 
割合 

販 売 

電力量 
割合 

販 売 

電力量 
割合 

特別高圧 

・高圧 

みなし小売 
378.5 億

kWh 
83.9% 

417.7 億

kWh 
82.5% 

428.9 億

kWh 
83.0% 

新電力 
72.8 億

kWh 
16.1％ 

88.7 億

kWh 
17.5％ 

87.9 億

kWh 
17.0％ 

合 計 
451.3 億

kWh 
 

506.3 億

kWh 
 

516.8 億

kWh 
 

低 圧 

みなし小売 
175.9 億

kWh 
89.9% 

211.6 億

kWh 
89.1% 

264.7 億

kWh 
88.3% 

新電力 
19.8 億

kWh 
10.1％ 

25.8 億

kWh 
10.9％ 

34.9 億 

kWh 
11.7％ 

合 計 
195.7 億

kWh 
 

237.4 億

kWh 
 

299.7 億

kWh 
 

 

※次回の更新は、12 月末を予定しています（2018 年 9 月分の公表）。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 

 

 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 

電話：03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 

  



 

電力調査統計 結果概要 【２０１８年７月分】 

 

※この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 

※２０１８年１０月２３日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 

1. 供給関係  

(1) 発受電電力量合計（電気事業者の発電電力量＋電気事業者以外の事業者からの受電電力 

量※１）は、１０８３．４億 kWh であった。 

(2) このうち、電気事業者の発電電力量は８５６．０億 kWh で、その内訳は水力（揚水式含む）が

９２．９億 kWh（１０．８％）、火力が６９９．６億 kWh（８１．７％）（燃料種別：

石炭２６７．１億 kWh（３１．２％）、ＬＮＧ ３５９．７億 kWh（４２．６％）、石

油 ３５．４億 kWh（４.1％）など）、新エネルギー等※２が３０．４億 kWh（３.6％）、原

子力が４７．３億 kWh（５．５％）などとなった。 

(3) 都道府県別の発電電力量は、千葉県が最も多く１０５．２億 kWh（１２.３％）で、次いで神

奈川県が７７．１億 kWh（９.０％）、愛知県が７２．３億 kWh（８.５％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電力量」とは、電気事業者ではない者（企業や個人）

が所有する発電設備や日本卸電力取引所から、電気事業者が受電した電力量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギ

ー等」には、風力発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計

上している。 

 

2. 需要関係 

(1) 需要電力量合計（電気事業者の販売電力量＋電気事業者の特定供給・自家消費※１）は、 

７４８．６億 kWh で、対前年同月比１．２％増となった。 

(2) このうち、電気事業者の販売電力量※２は７４９．１億 kWh（内訳：特別高圧２１９．８億

kWh、高圧２８６．９億 kWh、低圧２３７．４億 kWh（低圧電灯２０４．８億 kWh、

低圧電力３２．７億 kWh）ほか）で、対前年同月比２．０％増となった。 

(3) 低圧における販売電力量のうち、特定需要（経過措置料金）は１３９．８億 kWh、その他需

要（自由料金等）※３は９７．７億 kWh となり、その他需要の占める割合は４１．１％であっ

た。 

(4) 新電力※４の販売電力量は１１４．４億 kWh（内訳:特別高圧１６．５億 kWh、高圧７

２．１億 kWh、低圧２５．８億 kWh（低圧電灯２３．３億 kWh、低圧電力２．５億

kWh））で、販売電力量全体に占める割合は１５．３％となった（特別高圧に占める割合：

７．５％、高圧に占める割合：２５．１％、低圧に占める割合：１０．９％）。 

 

 

＊報告のあった事業者数 １０４１者 

＊報告のあった事業者数 ５０８者 

注）2018 年 10 月 25 日公表時点の内容 

 



 

(5) 新電力（４８６者）のうち、需要実績のある事業者数は３７８者（特別高圧：７２者、高

圧：３００者、低圧：３１４者）であった。 

(6) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く７１．８億 kWh（９．６％）で、次いで愛知

県が５４．３億 kWh（７．３％）、大阪府が５２．４億 kWh（７．０％）であった。 

 

※１ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 

※２ 電気事業者からの報告（発受電月報）において、N－１月検針日から N 月検針日前日までの

実績を N 月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告しているた

め、実際の N 月需要に対する実績とは一致しない。 

※３ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内

の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小

売電気事業者を指す。 

 

  表  販売電力量の推移 

 2018 年５月 2018 年６月 2018 年７月 

販 売 

電力量 
割合 

販 売 

電力量 
割合 

販 売 

電力量 
割合 

特別高圧 

・高圧 

みなし小売 
355.6 億

kWh 
84.3% 

378.5 億

kWh 
83.9% 

417.7 億

kWh 
82.5% 

新電力 
66.4 億

kWh 
15.7％ 

72.8 億

kWh 
16.1％ 

88.7 億

kWh 
17.5％ 

合 計 
422.0 億

kWh 
 

451.3 億

kWh 
 

506.3 億

kWh 
 

低 圧 

みなし小売 
194.8 億

kWh 
90.9% 

175.9 億

kWh 
89.9% 

211.6 億

kWh 
89.1% 

新電力 
19.4 億

kWh 
9.1％ 

19.8 億

kWh 
10.1％ 

25.8 億

kWh 
10.9％ 

合 計 
214.2 億

kWh 
 

195.7 億

kWh 
 

237.4 億

kWh 
 

 

※次回の更新は、11 月末を予定しています（2018 年 8 月分の公表）。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 

 

 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 

電話：03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 

  



 

電力調査統計 結果概要 【２０１８年６月分】 

 

※この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 

※２０１８年９月２１日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 

1. 供給関係  

(1) 発受電電力量合計（電気事業者の発電電力量＋電気事業者以外の事業者からの受電電力 

量※１）は、８７３．７億 kWh であった。 

(2) このうち、電気事業者の発電電力量は６８４．９億 kWh で、その内訳は水力（揚水式含む）が

７６．６億 kWh（１１．２％）、火力が５５４．６億 kWh（８１．０％）（燃料種別：

石炭２２２．０億 kWh（３２．４％）、ＬＮＧ ２８４．９億 kWh（４１．６％）、石

油 １４．１億 kWh（2.1％）など）、新エネルギー等※２が２９．６億 kWh（４.７％）、原

子力が３８．６億 kWh（５．６％）などとなった。 

(3) 都道府県別の発電電力量は、千葉県が最も多く８３．４億 kWh（１２．２％）で、次いで神

奈川県が６５．３億 kWh（９．５％）、愛知県が６１．６億 kWh（９．０％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電力量」とは、電気事業者ではない者（企業や個人）

が所有する発電設備や日本卸電力取引所から、電気事業者が受電した電力量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギ

ー等」には、風力発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計

上している。 

 

2. 需要関係 

(1) 需要電力量合計（電気事業者の販売電力量＋電気事業者の特定供給・自家消費※１）は、 

６８５．９億 kWh で、対前年同月比１．５％増となった。 

(2) このうち、電気事業者の販売電力量※２は６４９．１億 kWh（内訳：特別高圧２０２．４億

kWh、高圧２４９．２億 kWh、低圧１９５．７億 kWh（低圧電灯１６９．９億 kWh、

低圧電力２５．８億 kWh）ほか）で、対前年同月比２．３％増となった。 

(3) 低圧における販売電力量のうち、特定需要（経過措置料金）は１１２．３億 kWh、その他需

要（自由料金等）※３は８５．２億 kWh となり、その他需要の占める割合は４３．１％であっ

た。 

(4) 新電力※４の販売電力量は９２．６億 kWh（内訳:特別高圧１５．２億 kWh、高圧５７．

６億 kWh、低圧１９．８億 kWh（低圧電灯１８．１億 kWh、低圧電力１．７億

kWh））で、販売電力量全体に占める割合は１４．３％となった（特別高圧に占める割合：

７．５％、高圧に占める割合：２３．１％、低圧に占める割合：１０．１％）。 

 

 

＊報告のあった事業者数 １０３３者 

＊報告のあった事業者数 ４９５者 

注）2018 年 9 月 25 日公表時点の内容 

 



 

(5) 新電力（４７４者）のうち、需要実績のある事業者数は３７６者（特別高圧：７２者、高

圧：２９８者、低圧：３０９者）であった。 

(6) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く５９．０億 kWh（９．１％）で、次いで愛知

県が４７．４億 kWh（７．３％）、大阪府が４３．９億 kWh（６．８％）であった。 

 

※１ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 

※２ 電気事業者からの報告（発受電月報）において、N－１月検針日から N 月検針日前日までの

実績を N 月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告しているた

め、実際の N 月需要に対する実績とは一致しない。 

※３ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内

の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小

売電気事業者を指す。 

 

  表  販売電力量の推移 

 2018 年 4 月 2018 年 5 月 2018 年 6 月 

販 売 

電力量 
割合 

販 売 

電力量 
割合 

販 売 

電力量 
割合 

特別高圧 

・高圧 

みなし小売 
358.1 億

kWh 
85.0% 

355.6 億

kWh 
84.3% 

378.5 億

kWh 
83.9% 

新電力 
63.1 億

kWh 
15.0％ 

66.4 億

kWh 
15.7％ 

72.8 億

kWh 
16.1％ 

合 計 
421.2 億

kWh 
 

422.0 億

kWh 
 

451.3 億

kWh 
 

低 圧 

みなし小売 
215.1 億

kWh 
91.1% 

194.8 億

kWh 
90.9% 

175.9 億

kWh 
89.9% 

新電力 
21.1 億

kWh 
8.9％ 

19.4 億

kWh 
9.1％ 

19.8 億

kWh 
10.1％ 

合 計 
236.2 億

kWh 
 

214.2 億

kWh 
 

195.7 億

kWh 
 

 

※次回の更新は、10 月末を予定しています（2018 年 7 月分の公表）。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 

 

 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 

電話：03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 

  



 

 

電力調査統計 結果概要 【２０１８年５月分】 

 

※この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 

※２０１８年８月２２日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 

1. 供給関係  

(1) 発受電電力量合計（電気事業者の発電電力量＋電気事業者以外の事業者からの受電電力 

量※１）は、８４９．０億 kWh であった。 

(2) このうち、電気事業者の発電電力量は６５６．８億 kWh で、その内訳は水力（揚水式含む）が

１０５．９億 kWh（１６．１％）、火力が５０１．５億 kWh（７６．３％）（燃料種

別：石炭１９４．４億 kWh（２９．６％）、ＬＮＧ ２６０．９億 kWh（３９．

７％）、石油 １２．１億 kWh（１.８％）など）、新エネルギー等※２が３１．１億 kWh

（４.７％）、原子力が３２．4 億 kWh（４．９％）などとなった。 

(3) 都道府県別の発電電力量は、千葉県が最も多く６９．９億 kWh（１０．６％）で、次いで神

奈川県が６６．３億 kWh（１０．１％）、愛知県が５３．3 億 kWh（８．１％）であっ

た。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電力量」とは、電気事業者ではない者（企業や個人）

が所有する発電設備や日本卸電力取引所から、電気事業者が受電した電力量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギ

ー等」には、風力発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計

上している。 

 

2. 需要関係 

(1) 需要電力量合計（電気事業者の販売電力量＋電気事業者の特定供給・自家消費※１）は、 

６７５．７億 kWh で、対前年同月比０．４％減となった。 

(2) このうち、電気事業者の販売電力量※２は６３８．１億 kWh（内訳：特別高圧１９０．４億

kWh、高圧２２８．２億 kWh、低圧２１４．2 億 kWh（低圧電灯１８８．６億 kWh、低

圧電力２５．６億 kWh）ほか）で、対前年同月比０．２％増となった。 

(3) 低圧における販売電力量のうち、特定需要（経過措置料金）は１２１．２億 kWh、その他需

要（自由料金等）※３は９２．９億 kWh となり、その他需要の占める割合は４３．４％であっ

た。 

(4) 新電力※４の販売電力量は８５．８億 kWh（内訳:特別高圧１４．３億 kWh、高圧５２．

１億 kWh、低圧１９．４億 kWh（低圧電灯１８．０億 kWh、低圧電力１．４億

kWh））で、販売電力量全体に占める割合は１３．５％となった（特別高圧に占める割合：

７．４％、高圧に占める割合：２２．９％、低圧に占める割合：９．１％）。 

＊報告のあった事業者数 １０１２者 

＊報告のあった事業者数 ４８３者 

注）2018 年 8 月 24 日公表時点の内容 

 



 

 

 

(5) 新電力（４６２者）のうち、需要実績のある事業者数は３６８者（特別高圧：７４者、高

圧：２９２者、低圧：３０２者）であった。 

(6) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く５６．７億 kWh（８．９％）で、次いで愛知

県が４４．９億 kWh（７．０％）、大阪府が４３．０億 kWh（６．７％）であった。 

 

※１ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 

※２ 電気事業者からの報告（発受電月報）において、N－１月検針日から N 月検針日前日までの

実績を N 月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告しているた

め、実際の N 月需要に対する実績とは一致しない。 

※３ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内

の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小

売電気事業者を指す。 

 

  表  販売電力量の推移 

 2018 年 3 月 2018 年 4 月 2018 年 5 月 

販 売 

電力量 
割合 

販 売 

電力量 
割合 

販 売 

電力量 
割合 

特別高圧 

・高圧 

みなし小売 
376.3 億

kWh 
84.4% 

358.1 億

kWh 
85.0% 

355.6 億

kWh 
84.3% 

新電力 
69.6 億

kWh 
15.6％ 

63.1 億

kWh 
15.0％ 

66.4 億

kWh 
15.7％ 

合 計 
445.9 億

kWh 
 

421.2 億

kWh 
 

422.0 億

kWh 
 

低 圧 

みなし小売 
267.7 億

kWh 
91.6% 

215.1 億

kWh 
91.1% 

194.8 億

kWh 
90.9% 

新電力 
24.4 億

kWh 
8.4％ 

21.1 億

kWh 
8.9％ 

19.4 億

kWh 
9.1％ 

合 計 
292.1 億

kWh 

 236.2 億

kWh 
 

214.2 億

kWh 
 

 

※次回の更新は、９月末を予定しています（2018 年 6 月分の公表）。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 

 

 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 

電話：03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 

  



 

電力調査統計 結果概要 【２０１８年４月分】 

 

※この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 

※２０１８年７月２４日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 

1. 供給関係  

(1) 発受電電力量合計（電気事業者の発電電力量＋電気事業者以外の事業者からの受電電力 

量※１）は、８２４．６億 kWh であった。 

(2) このうち、電気事業者の発電電力量は６４２．８億 kWh で、その内訳は水力（揚水式含む）が

９２．1 億 kWh（１４．３％）、火力が５０５．1 億 kWh（７８．６％）（燃料種別：

ＬＮＧ ２６６．4 億 kWh（４１．４％）、石炭 １９７．2 億 kWh（３０．７％）、石

油 １０．2 億 kWh（１.６％）など）、新エネルギー等※２が３２．2 億 kWh（５.０％）、

原子力が２８．4 億 kWh（４．４％）などとなった。 

(3) 都道府県別の発電電力量は、千葉県が最も多く６９．８億 kWh（１０．９％）で、次いで神

奈川県が６１．0 億 kWh（９．５％）、愛知県が５６．3 億 kWh（８．８％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電力量」とは、電気事業者ではない者（企業や個人）

が所有する発電設備や日本卸電力取引所から、電気事業者が受電した電力量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギ

ー等」には、風力発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計

上している。 

 

2. 需要関係 

(1) 需要電力量合計（電気事業者の販売電力量＋電気事業者の特定供給・自家消費※１）は、 

６９４．4 億 kWh で、対前年同月比５．８％減となった。 

(2) このうち、電気事業者の販売電力量※２は６５９．2 億 kWh（内訳：特別高圧１８７．９億

kWh、高圧２３３．４億 kWh、低圧２３６．2 億 kWh（低圧電灯２０９．５億 kWh、低

圧電力２６．７億 kWh）ほか）で、対前年同月比５．５％減となった。 

(3) 低圧における販売電力量のうち、特定需要（経過措置料金）は１３０．3 億 kWh、その他需

要（自由料金等）※３は１０６．0 億 kWh となり、その他需要の占める割合は４４．９％であ

った。 

(4) 新電力※４の販売電力量は８４．0 億 kWh（内訳:特別高圧１３．５億 kWh、高圧４９．

3 億 kWh、低圧２１．1 億 kWh（低圧電灯１９．６億 kWh、低圧電力１．5 億

kWh））で、販売電力量全体に占める割合は１２．８％となった（特別高圧に占める割合：

７．２％、高圧に占める割合：２１．１％、低圧に占める割合：８．９％）。 

 

 

＊報告のあった事業者数 ９９６者 

＊報告のあった事業者数 ４７５者 

注）2018 年 7 月 27 日公表時点の内容 

 



 

(5) 新電力（４５５者）のうち、需要実績のある事業者数は３６１者（特別高圧：６９者、高

圧：２８５者、低圧：２９４者）であった。 

(6) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く５７．0 億 kWh（８．７％）で、次いで愛知

県が４６．3 億 kWh（７．０％）、大阪府が４３．５億 kWh（６．６％）であった。 

 

※１ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 

※２ 電気事業者からの報告（発受電月報）において、N－１月検針日から N 月検針日前日までの

実績を N 月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告しているた

め、実際の N 月需要に対する実績とは一致しない。 

※３ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内

の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小

売電気事業者を指す。 

 

  表  販売電力量の推移 

 2018 年２月 2018 年３月 2018 年４月 

販 売 

電力量 
割合 

販 売 

電力量 
割合 

販 売 

電力量 
割合 

特別高圧 

・高圧 

みなし小売 
382.5 億

kWh 
84.3% 

376.3 億

kWh 
84.4% 

358.1 億

kWh 
85.0% 

新電力 
71.3 億

kWh 
15.7％ 

69.6 億

kWh 
15.6％ 

63.1 億

kWh 
15.0％ 

合 計 
453.8 億

kWh 
 

445.9 億

kWh 
 

421.2 億

kWh 
 

低 圧 

みなし小売 
323.5 億

kWh 
91.6% 

267.7 億

kWh 
91.6% 

215.1 億

kWh 
91.1% 

新電力 
29.7 億

kWh 
8.4% 

24.4 億

kWh 
8.4％ 

21.1 億

kWh 
8.9％ 

合 計 
353.2 億

kWh 
 

292.1 億

kWh 

 236.2 億

kWh 
 

 

※次回の更新は、８月末を予定しています（2018 年５月分の公表）。ただし、集計状況等により更新が遅れ

る場合があります。 

 

 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 

電話：03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 

 

 


